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研究要旨 
デジタル・コンタクト・トレーシングは COVID-19 のパンデミック下で初めて大規模に

導入されたが、多くの国ではそれが成功したとは言い難い。その大きな要因のひとつは、

普及率が低かったことである 。本研究では、デジタル・コンタクト・トレーシング技術と

それにかかわる問題点を整理し、それらに対する政策提言を紹介し、考察した。人による

トレーシングには限界があり、デジタル・コンタクト・トレーシングは、今後、パンデミ

ック等の危機において重要な役割を担うと期待される。そのためにも、COVID-19 下での

経験の分析と、とりわけ、いかなるプライバシー保護制度を構築するかにつき継続的議論

が重要である。 

 
 
Ａ．研究目的 
 パンデミックにおけるコンタクト・トレ

ーシングとプライバシーをめぐるアメリカ

の議論を紹介することにより、わが国の今

後の検討にとって有用な示唆を得ることが、

が本報告の目的である。 
 
 
Ｂ．研究方法 
法学その他の分野のアメリカの文献の調

査・分析による。 
（倫理面への配慮） 
 基本的には公知の情報を扱っているから、

倫理面での問題は少ないが、調査の過程で

偶然に得た個人情報などについては、報告

書その他の公表において個人が特定できな

いようにし、さらに、守秘を尽す。 
 

Ｃ．研究結果 
 パンデミック下でのデジタル・コンタク

ト・トレーシングにつき法学その他の分野

のアメリカの文献の調査・考察し、以下の

「D 検討」部分で整理した。 
 
Ｄ 検討 
 Ⅰ．はじめに 
 2020 年初めから世界に大混乱をもたら

した COVID-19 のパンデミック下では、世

界中ですでに存在感を増してきていたデジ

タル技術や AI が、ますます大きな役割を担

うようになった。すなわち、パンデミック

により、デジタル技術や AI の利活用が加速

した。それと同時に、それに伴う法的問題

も明らかになってきた。たとえば、オンラ

イン会議やオンライン授業が、世界中で日
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常となったが、同時にプライバシーについ

ての懸念も指摘されている 1。 
 パンデミック対策および医療の場面に限

っても、たとえば以下のようにデジタル技

術・AI が活用された。まず、Blue Dot とい

うカナダの企業は、世界でいち早く湖北省

の風邪のような症状の異常な増加の兆候を

とらえ、COVID-19 のリスクを特定し、顧

客に警告を発していた 2。また、COVID-19
の蔓延防止のために、世界のあらゆる国で、

人と人との接触・接近を追跡するコンタク

ト・トレーシング技術が試みられた。2020
年 4 月には、Apple と Google がコンタク

ト・トレーシング技術を共同開発すること

を発表し、アプリケーション・プログラミ

ング・インターフェイス（API）と運用シ

ステムレベルの技術で、その実現を支援す

ることとした。わが国も含め、多くの政府

が独自のアプリを導入した。シンガポール

では、2020 年 3 月に Trace Together アプ

リを導入し、国レベルで初めて Bluetooth
を搭載したと報じられた 3。さらに、ワクチ

ンの配分 4や治療のトリアージ 5といった、

限られた医療資源の配分の場面でも AI や
アルゴリズムが活用された。また、陽性患

者と医療者・介護者の接触を避ける等の目

                                                  
1 Tiffany C. Li, Privacy in Pandemic: Law, 
Technology, and Public Health in the 
COVID-19 Crisis, 52 Loy. U. Chi. L.J. 767, 
780-784 (2021). 
2 Karen Silverman, Heather Deixler, 
CHATBOTS MEET COVID-19 Why 
Lawyers Should Pay Attention, 17 No. 1 
ABA SciTech Law. 22, 1 (2020). 
3 Id, at 2. 
4 Margot E. Kaminski & Jennifer M. 
Urban, The Right To Contest Ai, 121 
Colum. L. Rev. 1957, at 1957 (2021). 
5 Silverman, supra note 2, at 3. 

的で、デジタル技術を使った遠隔医療やヘ

ルスケア・ロボットが活用された 6。 
本稿では、パンデミックにおけるプライバ

シーの問題を包括的に整理したアメリカの

論稿 7やコンタクト・トレーシング・アプリ

の失敗を分析した論稿 8などを手掛かりに、

コンタクト・トレーシング技術とプライバ

シーの問題につき現状を分析し法的課題を

抽出する。 
 
Ⅱ．コンタクト・トレーシング技術の概要 
コンタクト・トレーシングとは、

COVID-19 のウィルス検査で陽性となった

人一人一人を起点として、それらの人と接

触した人たちを迅速に特定し、感染の拡大

を食い止めるために採られている方法であ

る 9。コンタクト・トレーシング自体は、新

しいものではなく、伝染性の疾病の感染拡

大のために従来から採られてきた手法だが

10、今回はその中でも、後述するデジタル・

コンタクト・トレーシングが導入されたこ

とが注目される。コンタクト・トレーシン

グの方法としては、人によるコンタクト・

トレーシングとデジタル・コンタクト・ト

レーシングの 2 種類がある。 
 
１．人によるコンタクト・トレーシング 
前者は、マニュアル・コンタクト・トレ

ーシングとも呼ばれ、人による手作業によ

                                                  
6 Li, supra note 1, at 852-856. 
7 Li, supra note 1. 
8  Elad D. Gil, Digital Contact Tracing 
Has Failed: Can it be fixed with better 
legal design?, 25 Va. J.L. & Tech. 1 
(2022). 
9 以下のコンタクト・トレーシングの説明

は主に以下による。Li, supra note 1, at 
835-847. 
10 Gil, supra note 8, at 5. 
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るコンタクトのリストアップとフォローア

ップのことである。わが国では、保健所の

職員等がこの作業にあたり、感染者数が急

増した時期に人員不足と職員の過労が深刻

な問題と報じられた 11。アメリカでも、た

とえばマサチューセッツ州では、２０２０

年４月の報道によれば、州全体のコンタク

ト・トレーシング・プログラムを作成し、

人によるクト・トレーシング・プログラム

の一環として、新たに 1,000 人のコンタク

ト・トレーサーを採用した。サンフランシ

スコ市では、同市の公衆衛生局による既存

のコンタクト・トレーシング・プログラム

に加え、150 人のボランティアを養成する

プログラムを開始した 12。 
人によるコンタクト・トレーシングでは、

典型的には電話で１対１で、接触追跡者

（contact tracer）が感染者に質問をして、

接触者を特定しようとする。たとえば、州

保健局の接触追跡者が、COVID-19 陽性者

に電話をかけ、過去２週間に接触した人の

                                                  
11 たとえば、以下のように報じられた。「神

奈川県は 1 月上旬以降、積極的疫学調査の

対象を医療機関や高齢者・福祉施設の職員、

教員などに絞り、市中感染では行動履歴の

追跡を原則とりやめた。調査に 1 人あたり

数時間かかるケースもあり、新規感染者へ

の適切な対応が難しくなっていた。医療危

機対策本部室の担当者は「いま感染してい

る人への対応を最優先する」と話す。 
東京都も 22 日、調査対象を高齢者など重症

化リスクの高い人に絞ると発表した。北区

保健所では陽性者の感染経路の調査を簡略

化し、本人に心当たりがあるかを確認する

手法に切り替えた。「特に 1 月以来の感染者

の急増で、経路の特定に時間をかけるだけ

の余力がなくなっている」（担当者）」「保健

所の感染追跡に限界 人手不足で調査縮

小」日本経済新聞電子版 2021 年 1 月 26 日 
1:00（下線は筆者による）。 
12 Li, supra note 1, at 836. 

リストを要求するという方法が採られてい

る。接触追跡者には、医療従事者、公衆衛

生職員、コンタクト・トレーシング専従の

スタッフなどがいる。 
接触追跡者は、この聞き取りの後、

COVID-19 陽性者と接触したすべての接触

者に電話などで通知し、接触者のリスクと

対処法（症状の観察や検査等）を伝える。

マサチューセッツ州では、重要性を示すた

めに３回連続電話をかけ、接触者と会話が

できれば、ウィルスにさらされた可能性が

あることを伝え、一般的な症状や隔離につ

いて説明し、必要に応じてさらなる助けを

得られる場所を説明する。このような会話

は 30～40 分ほどかかることもあり、人的資

源が多く必要となる。 
そして、このプロセスの最終段階では、

接触追跡者が接触者を追跡調査し、症状や

ウィルスの拡散を監視する。この追跡の厳

しさはさまざまだが、たとえば韓国では、

接触追跡者が日常的に接触者をフォローア

ップし、接触者が自分の症状を追跡して政

府のデータベースに提出するよう要請また

は義務付けている。 
人によるコンタクト・トレーシングの長

短については以下のような指摘がある。ま

ず、ウィルスに感染した可能性があるとわ

かったときには人は不安になるものだが、

そのときにロボットではなく人が対応する

ことには社会的・感情的利点がある。しか

し、欠点としては、もちろん金銭的・人的

コストが大きい。このコストは、たとえば

失業者を活用して失業率を下げるような方

法を採れば低くなるかもしれないが、コス

トの問題が解決したとしても、この１対１

のアプローチには限界があり、世界的なパ

ンデミックに対応することは困難である。

このような規模のパンデミックでは、人に
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よるコンタクト・トレーシングだけでは感

染を抑えることはできず、ロックダウンや、

移動、仕事、礼拝、集会の自由の制限、企

業の閉鎖、病気の増加、生命の損失といっ

た被害を悪化させることになる。これらの

被害は、高齢者、貧困者、慢性的な健康障

害を持つ人など、弱い立場の人々に大きく

降りかかる傾向がある 13。 
また、人によるコンタクト・トレーシン

グとプライバシーの関係については、次の

ことが言える。接触追跡者は、連邦ＨＩＰ

ＰＡ法 14のプライバシーに関する規定を、

同法の対象である医療提供者(healthcare 
provider)または医療提供者と協働する事業

者(business associates)15として、順守する

義務を負うことになる。とはいえ、データ

にアクセスする人が増えるほどにデータ流

失のリスクは増大する上に、多くの場合に

自宅等から（リモートワークで）電話をか

けている接触追跡者が十分なサイバーセキ

ュリティ対策を採っているかを監視するこ

とは難しいだろう。接触追跡者が会話内容

を別途録音・メモしているか、作業中に他

の人が部屋にいるかどうかを監視すること

も難しい。したがって、手作業による追跡

は、時には技術的な手段以上にプライバシ

                                                  
13 Gil, supra note 8 , at 36. 
14 Health Insurance Portability and 
Accountability Act の略。医療保険の携行性

と責任に関する法律。HIPAA と略され、ヒ

ッパと読む．ヒッパ医療情報の電子化の推

進とそれに関わるプライバシー保護やセキ

ュリティ確保について定めている 1996 年

に制定された連邦法． 
15 COVID-19の検査機関は同法の対象であ

る医療提供者(healthcare provider)である

ため、そこから情報の提供を受ける機関は

少なくとも医療提供者と協働する事業者

(business associates)となる。Li, supra 
note 1, at 839. 

ーを侵害する可能性がある 16。それに対し、

デジタル・コンタクト・トレーシング・プ

ログラムでは、このような情報が拡散する

リスクが少なく、プライバシーやセキュリ

ティのリスクにつながるヒューマンエラー

の余地も少なくなる可能性がある。 
 
２．デジタル・コンタクト・トレーシング 

COVID-19 のパンデミックにおいて、デ

ジタル・コンタクト・トレーシングは、お

そらく初めて、国や世界の大規模な公衆衛

生対応ツールとして登場した。人によるコ

ンタクト・トレーシングとは対照的に、デ

ジタル・コンタクト・トレーシングは、デ

ジタルで、しばしば自動化された「接触者

追跡アプリ」を使って感染者の潜在的接触

者の特定を助ける。また、デジタル・コン

タクト・トレーシングには、デジタル（場

合によってはアプリベース）で、接触者に

感染の可能性、関連するリスク、推奨事項

を知らせる手段も含まれることがある。デ

ジタル・コンタクト・トレーシング・プロ

グラムのフォローアップ機能は様々で、単

純な電子メールによるリマインダーから、

症状を追跡するアプリへの登録の義務付け

などがある。   
  デジタル・コンタクト・トレーシングに

は以下の２種類がある。一つは短距離通信

規格である Bluetooth を利用した分散型、

いま一つは、携帯電話の位置情報等を利用

した集中型である。以下、順にそれらの特

徴を説明する。    
 
a) 分散型デジタル・コンタクト・トレーシ

ング（Decentralized Digital Contact 
Tracing） 

                                                  
16 Gil, supra note 8, at 36. 
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 一般的に分散型コンタクト・トレーシン

グ・アプリは、近距離 Bluetooth 技術を使

用して、ある時点における個人間の近接度

を判定する。まず、個人（理想的には人口

の高い割合）がアプリをダウンロードする

必要がある。これらのアプリはバックグラ

ウンドで実行されるものもあれば、人のモ

バイルデバイス上でアクティブでなければ

使えないものもある。COVID-19 に対して

陽性と判定された人がアプリで自分の状態

を更新することになる（あるいは、場合に

よっては、別の団体がアプリを更新するこ

ともありえる）。そして、同アプリは、携帯

電話間で交換された匿名のキーコードの記

録を利用して、感染期間中に感染者の近く

にいた他の個人（アプリをインストールま

たはアクティブにしていた人）を特定する

ことができる。この分散型コンタクト・ト

レーシングは、後述する集中型のものより

も「プライバシー尊重的」であるとされる。 
 ところで、アメリカやヨーロッバ諸国で

導入が試みられたアプリ 17にはプロトコ

ル・デザインの類似点があった。これらの

アプリに関わった研究者の中には、これら

のアプリ間の相互運用可能性を高めること

により、広く受け入れられ活用されるため

の方法を提案する者もいた。その方法とは、

アプリ同士が並行して情報を交換し、たと

えば、感染者と接近したことが判明した場

合に、あるひとつのアプリの利用者だけで

                                                  
17 これらには、以下が含まれる。米国内の

ものとして、Decentralized 
Privacy-Preserving Proximity Tracing 
(DP-3T) project, the East Coast PACT, 
the West Coast PACT, TCN。ヨーロッパの

Pan-European Privacy-Preserving 
Proximity Tracing (PEPP-PT)。Li, supra 
note 1, at 841.  

なく複数のアプリの利用者がピンを受け取

るといった方法である。 
Apple社とGoogle社は共同でこのような

アプローチを、おそらく業界で初めて開発

した。両社の開発したアプローチは、単独

で動作するアプリではなく、他のアプリと

の通信を可能にする API 18を提供するとい

う点で、他の分散型デジタル・コンタクト・

トレーシングのアプローチとは異なる機能

を実現するものであった。Google 社と

Apple 社は、これをコンタクト・トレーシ

ング・アプリではなく、「暴露通知システム」

（Exposure Notification system）と呼んで

いる。 
 
b) 集中型デジタル・コンタクト・トレーシ

ング（Centralized Digital Contact 
Tracing） 
集中型デジタル・コンタクト・トレーシ

ング・アプリは、コンタクト・トレーシン

グのデータとプロセスを中央データベース

または中央機関に依存している点で、分散

型のアプリと異なる。たとえば、シンガポ

ールの Trace Together アプリは、個々のデ

バイスからのすべてのデータを政府のデー

タベースに収集する。 
集中型のコンタクト・トレーシング・ア

プリのシステムはさまざまなデータソース

から情報を収集するが、主に Bluetooth デ

ータと携帯電話の位置情報を利用する。

Bluetooth ベースの分散型アプリは、各デ

                                                  
18 application programming interfaces の

略。ソフトウェア・コンポーネントやアプ

リケーション間の相互作用を定義するコン

ピュータ・プログラミング・インターフェ

ースのことで、アプリケーションがデータ

を呼び出したり要求したりすることを可能

にする。Id, at 842. 
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バイス間で匿名の鍵交換を行うことで近接

性を推測するのに対して、Bluetooth ベー

スの集中型アプリは、中央データベースに

集められた各デバイスの鍵を使って各デバ

イスから収集したデータと各デバイスにプ

ッシュバックした結果によって近接性を推

測することができる。   
集中型コンタクト・トレーシングに関す

るプライバシーの最大の懸念は、これらの

プログラムによって政府が大規模な監視の

一環としてデータを収集し使用することが

可能になり、政府がデータを使ってできる

ことにほとんど制限がなくなるということ

である。集中型デジタル・コンタクト・ト

レーシングでは、当局が収集、使用、共有、

保存されるすべてのデータを管理すること

になる。このようなアプリで収集されたデ

ータの悪用に対する保護はほとんどないた

め、このようなアプリのユーザーのプライ

バシーは、当局がいかに信頼できるかに依

存することになる。 
 
Ⅲ．コンタクト・トレーシングの比較と課

題 
１．コンタクト・トレーシングの比較 
 上記では、コンタクト・トレーシングの

種類を概観した。大きく分けると、人によ

るコンタクト・トレーシングとデジタル・

コンタクト・トレーシングの２種類があり、

デジタル・コンタクト・トレーシングにも、

分散型と集中型の２種類がある 19。これら

                                                  
19 各国の特徴を比較し表にしたものとし

て、たとえば参照、Patrick Howell O'Neill, 
Tate Ryan-Mosley & Bobbie Johnson, A 
Flood of Coronavirus Apps Are Tracking 
Us. Now It's Time to Keep Track of Them., 
MIT Tech. Rev. (May 7, 2020), 
https://www.technologyreview.com/2020/0
5/07/1000961/launching-mittr-covid-traci

のコンタクト・トレーシング方法を比較す

ると、以下のことが言える。 
 まず、人によるコンタクト・トレーシン

グには、不安時に人が対応することによる

社会的・感情的利点があるものの、金銭的・

人的コストが高く、世界的パンデミックに

対応できるものではない。さらに、ヒュー

マンエラーの可能性が高まったり、個々の

接触追跡者のセキュリティ対策を監視でき

なかったりと、プライバシーへのリスクも

低いとは言えない。今回のパンデミックで

は、後述するように、デジタル・コンタク

ト・トレーシングが成功したとは言えない

国が多いものの、今後のパンデミック等の

対策において、デジタル・コンタクト・ト

レーシングが役立つ可能性はあり、今回の

経験を分析することには意義がある 20。 
 次に、デジタル・コンタクト・トレーシ

ングの分散型と集中型の比較では、国家等

の中央に集中的にデータを収集する集中型

の方が、データが悪用されるリスクが高く、

各デバイス間での近接性のみを推測する分

散型の方が、構造的に言ってプライバシー

侵害のリスクが低いとされる 21。また、集

                                                                      
ng-tracker (last visited at May 15, 2022), 
cited in Li, supra note 1, at footnote 335.  
20 Li, supra note 1, at 846. 
21 この点、同筆者は、集中型コンタクト・

トレーシングの説明の箇所で、「集中型コン

タクト・トレーシング・アプリは、一元的

にすべての個人情報を保存するため、デー

タの流れを管理しやすく、より安全でプラ

イバシー保護されたものになる可能性があ

る」とも述べているが、全体の分析の部分

では、「分散型アプリは、技術的なレベルで

はよりプライバシーを保護することができ、

また、政府のプライバシー保護に対する消

費者の信頼の欠如により、プライバシーに

ついての印象とユーザーが採用する可能性

という点でより良い選択である可能性があ

る」と述べている。Li, supra note 1, at 843, 
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中型では政府等による情報の悪用が懸念さ

れるが、分散型ではそのような懸念も少な

くなる 22。さらに、それぞれの情報を保存

するかしないかでも、プライバシーへの影

響は異なっており、保存しない方がよりプ

ライバシー配慮的とされる。わが国の

COCOA は、この点では、分散型でかつデ

ータを保存しない仕様（2 週間で消える）

である点で、プライバシー配慮的であると

される 23。 
 また、分散型の中でも、各アプリが単独

で運用されるシステムと、Apple 社と

Google 社が開発したような複数のアプリ

間の通信により相互運用ができるシステム

がある。前者では、当該アプリの利用者の

デバイス間でしかやり取りがなされないた

め、たとえば他のアプリ利用者で

COVID-19 感染者が近くに来たとしても、

当該アプリ利用者はその情報を得ることは

できない。それに対して、複数のアプリの

相互運用可能なシステムでは、そのような

場合に通知されることになる。この後者の

システムが、各人により正確な情報を提供

するため感染拡大防止により有効であるこ

とは一目瞭然である。 
 
２．コンタクト・トレーシングの課題 
 上述のように、デジタル・コンタクト・

トレーシングにはさまざまな利点があるが、

以下の４つの問題点が指摘される。第１に

低い普及率、第２にプライバシー侵害の懸

念、第３に技術的精度の不十分さ、第４に

                                                                      
846.  
22 Id. 
23 「接触確認アプリとは コロナ感染の可

能性通知」日本経済新聞電子版 2020 年 12
月 2 日 2:00。 

その他構造的な問題として、「過度の安心」

と「悪用」の問題である。 
まず、最大の問題点は、普及率が低いこ

とである。２０２０年７月時点で、自主的

なアプリを展開した国で、効果的なコンタ

クト・レーシングに必要な割合でアプリが

採用された例はほとんどない 24。感染拡大

防止のために有効に機能するには、（人口の

高い割合で）国民各自がアプリを自主的に

ダウンロードする必要があるが、アプリを

ダウンロードする人が少ないのである。効

果を発揮するためには、一国の総人口の約

半数がこのアプリを使用する必要があると

の指摘がある 25。インドのように、国民に

アプリのダウンロードと使用を義務付ける

ことで、この問題を回避している国もある

が、義務付けをしなかった国々では総じて

ダウンロード率が低かった。たとえば、２

０２０年７月時点で、ドイツでは国家が開

発した Corona-Warn-App をダウンロード

したのは人口の 14.4％に過ぎず、フランス

では同様の StopCovid アプリをダウンロー

ドしたのは人口の 3％に過ぎなかった 26。

２０２１年１月段階で 27、普及が進んでい

                                                  
24 Li, supra note 1, at 844. 
25 Digital Contact Tracing Can Slow or 
Even Stop Coronavirus Transmission and 
Ease Us Out of Lockdown, U. Oxford (Apr. 
16, 2020), 
https://www.research.ox.ac.uk/Article/202
0-04-16-digital-contact-tracing-can-slow-
or-even-stop-coronavirus-transmission-a
nd-ease-us-out-of-lockdown 
[https://perma.cc/NJ57-MM5K], cited in 
id, at footnote 358. 
26 Li, supra note 1, at 842. 
27 最新のデータは、参照、MIT Covid 
Tracing Tracker database,  
https://docs.google.com/spreadsheets/d/1A
TalASO8KtZMx__zJREoOvFh0nmB-sAq
J1-CjVRSCOw/edit#gid=0 (last visited 
March 15, 2022), cited in Gil, supra note 

https://docs.google.com/spreadsheets/d/1ATalASO8KtZMx__zJREoOvFh0nmB-sAqJ1-CjVRSCOw/edit#gid=0
https://docs.google.com/spreadsheets/d/1ATalASO8KtZMx__zJREoOvFh0nmB-sAqJ1-CjVRSCOw/edit#gid=0
https://docs.google.com/spreadsheets/d/1ATalASO8KtZMx__zJREoOvFh0nmB-sAqJ1-CjVRSCOw/edit#gid=0
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る国はほんの一握りで、平均すると普及率

は 20％以下であった。この中には、普及率

38～80％であるフィンランド、アイスラン

ド、シンガポールが含まれ、それによって

平均値が底上げされているが、その下には

普及率 10～30％の 12 カ国があり、残りは

1 桁台である。米国では、さらに低い普及

率となっている。２０２０年１２月上旬時

点で、コロラド州、コネチカット州、メリ

ーランド州の公式アプリの利用率は約

20％、ワシントン州の利用率は 13％で、公

式アプリを発表した他の州は 10％を下回

っている。わが国の COCOA も、２０２２

年２月段階で累計ダウンロード数はおよそ

3300 万件（国民のおよそ２６％）で総人口

の半数に遠く及ばない上に十分機能もして

おらず、「そのほとんどが持ち腐れになって

いる」とも評される 28。 

                                                                      
8, at footnote 13. ただし、このデータベー

スでは、わが国の COCOA について、日経

の報道等より低いデータが示されており、

統計処理方法が異なる可能性がある。 
28 以下のように報じられる。「コロナ感染

者との接触を確認するために厚生労働省が

つくったアプリ COCOA（ココア）だ。ス

マホの通信機能を使って感染者が一定の時

間、至近にいた事実を知らせる機能をもっ

ていることになっている、同省によると、

20 年 6 月のアプリ公開以降、これまでの累

計ダウンロード数はおよそ 3300 万件、うち

感染登録をした人は約 42 万 8000 人いる。 
オミクロン型はこれまでのコロナウイルス

との比較で、感染しても重症化するリスク

は低いが、人から人への感染力がきわめて

強いのが特徴だ。オミクロン型がはびこる

今こそが接触確認アプリの面目躍如である

はずだ。だが、ことしに入って接触者の割

り出しに COCOA が役立ったという話は寡

聞にして知らない。3300 万のアプリは、そ

のほとんどが持ち腐れになっている。 
アプリをきちんと機能させるには、今まで

のやり方では駄目だ。感染者がアプリに登

 第２の問題点は、プライバシー侵害の可

能性である。研究者や論者の中には、民間

企業や国家によるプライバシー侵害の危険

性を懸念する者もいる。たとえば、Apple
社と Google 社の提案は善意によるのだろ

うが、Facebook と Cambridge Analytica
のスキャンダルを見ても、アプリ運営会社

の利用を取り締まり、コンプライアンスを

確保することは困難であろうとの指摘もあ

る 29。また、政府にとっては、それが最も

プライバシーに配慮されたアプリであろう

とも、それを悪用するのは簡単で、「この技

術は、一度配備されたら、"後戻り "するこ

とはないだろう 30」との主張もある。「非匿

名の COVID-19 免疫データベースから、他

のウィルスに対する個人の免疫状態、次に

予防接種記録、そして公衆衛生全般に関す

る非匿名の情報を政府が収集するまでの坂

道は、実に滑りやすいものである 31」と、

                                                                      
録するかどうかを自由に決める現行方式を

改め、信頼に足る公的機関が感染者に登録

を義務づけるべきだ。感染者との接触の事

実を確認した段階でテキストメッセージや

メールなどで直ちに本人に知らせ、検査に

誘導する必要もある。」編集委員 大林 尚
「泥縄だから結果ノーグッド 持ち腐れコ

ロナアプリ」日本経済新聞電子版 2022 年 2
月 23 日 5:00 （下線は筆者による）。 
29 Li, supra note 1, at 844. 
30 Woodrow Hartzog, Op-Ed: Coronavirus 
Tracing Apps Are Coming. Here's How 
They Could Reshape Surveillance as We 
Know It, L.A. Times (May 12, 2020, 3:00 
AM), 
https://www.latimes.com/opinion/story/20
20-05-12/coronavirus-tracing-app-apple-g
oogle [https://perma.cc/WX8Q-GBM7] 
(last visited May 16, 2022), cited in Id, at 
footnote 364. 
31 Clarisa Long, Privacy and Pandemics, 
LAW IN THE TIME OF COVID-19, 89, 
96-97 (Katharina Pistor ed., 2020) 
(eBook), cited in Gil, supra note 8, at 

https://www.latimes.com/opinion/story/2020-05-12/coronavirus-tracing-app-apple-google
https://www.latimes.com/opinion/story/2020-05-12/coronavirus-tracing-app-apple-google
https://www.latimes.com/opinion/story/2020-05-12/coronavirus-tracing-app-apple-google
https://perma.cc/WX8Q-GBM7
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「滑りやすい坂道理論」を使って懸念を表

明する論者もいる。また、これらのアプリ

を通じて収集されたデータが最終的に法執

行など他の目的に使用された場合、貧困者

や黒人、ヒスパニック、移民、英語を話さ

ない者といった一部の集団に悪い影響を与

える可能性があると指摘する声 32もある 。 
 このようなデータが悪用される懸念は決

して根拠のないことではなく、実際に、イ

スラエルのサイバー企業 NSO Group が開

発したコンタクト・トレーシング・システ

ムから、主にイスラエル人約 32,000 人分の

データが流出したことが報じられた 33。    
 第３の技術的精度の不十分さとは、偽陽

性や偽陰性という誤検出が発生するという

ことである。Bluetooth、GPS、携帯電話の

電波塔データ、その他デジタルフットプリ

ントを残すアプリなど、今日デジタル・コ

ンタクト・トレーシングに使われている技

術はどれもコンタクトトレーシング用に設

計されたものではなく、どのような技術的

手段を採用しても、ある確率で誤検出が生

じる 34 。これらを減らすことは技術的には

                                                                      
footnote 36. 
32 Susan Landau, Christy E. Lopez & 
Laura Moy, The Importance of Equity in 
Contact Tracing, Lawfare (last visited 
May 16, 2022), 
https://www.lawfareblog.com/importance-
equity-contact-tracing 
[https://perma.cc/96W5-MSQL], cited in 
Li, supra note 8, at footnote 355. 
33 NSO Group's Breach of Private Data 
with 'Fleming,' a Covid-19 Contact 
Tracing Software, FORENSIC 
ARCHITECTURE (Dec. 31, 2020) 
https://forensic-architecture.org/investiga
tion/nso-groups-breach-of-private-data-wi
th-fleming-a-covid-19-contact-tracing-soft
ware (last visited May 16, 2022), cited in 
Gil, supra note 8, at footnote 60. 
34 Gil, supra note 8, at 15-17. 

可能であり、たとえば韓国のトレーシン

グ・システムは、GPS 位置情報、クレジッ

トカード取引、閉回路テレビ映像、行政サ

ービスの記録など、複数のデータソースを

統合していたため、非常に効果的だったと

される 35。MIT の研究チームは、韓国と同

様の理論的根拠に基づいて、デジタル・コ

ンタクト・トレーシングを改善する鍵は、

近接ベースの追跡と彼らが「グローバルコ

ンテキスト」と呼ぶ、位置と時間のデータ

を組み合わせることであると主張した。つ

まり、それぞれの技術には異なる制約があ

るため、Bluetooth と位置情報の両方を使

用することで、不確実性や誤差をある程度

排除できるという理論である 36。しかし、

Bluetooth と位置情報の組み合わせという

アイデアは技術的には有望であるものの、

プライバシーの問題があり、同社のプラッ

トフォームを使用するアプリが位置情報の

ログを保持することを認めないという

Apple社とGoogle社の仕様に適合しないた

め実現が困難になっている 37。         

                                                  
35 Cf; コンタクト・トレーシングについて、

米国は韓国モデルに倣って、米国連邦政府

が各州のデジタル・コンタクト・トレーシ

ング・プログラムの中央コーディネータと

なる権限を与えられるべきであると述べる

論者もいる。Michael L. Cederblom, 
Welcome to the Digital Age: Reinventing 
Contact Tracing and the Public Health 
Service Act for a Modern Pandemic 
Response, 31 Ann. Health L. 101 (2022). 
36 Gil, supra note 8, at 16-18. 
37 現在、Apple 社と Google 社の暴露通知

システムは、ユーザーと公衆衛生当局に、

ユーザーの暴露の日、その期間、信号の強

度（ある程度近接のレベルを示す）を通知

している。より詳細なコンテキストを提供

すれば、例えば、位置情報や他のコンテキ

スト要因を分析することによって、ユーザ

ーは自分の行動を修正し、被曝のリスク（た

https://www.lawfareblog.com/importance-equity-contact-tracing
https://www.lawfareblog.com/importance-equity-contact-tracing
https://perma.cc/96W5-MSQL
https://forensic-architecture.org/investigation/nso-groups-breach-of-private-data-with-fleming-a-covid-19-contact-tracing-software
https://forensic-architecture.org/investigation/nso-groups-breach-of-private-data-with-fleming-a-covid-19-contact-tracing-software
https://forensic-architecture.org/investigation/nso-groups-breach-of-private-data-with-fleming-a-covid-19-contact-tracing-software
https://forensic-architecture.org/investigation/nso-groups-breach-of-private-data-with-fleming-a-covid-19-contact-tracing-software
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 第４の問題点は、コンタクト・トレーシ

ングという手法そのものの限界、あるいは

社会における使い方にかかわるものである。

たとえば、「コンタクト・トレーシング・ア

プリは誤った安心感を与え、効果のない可

能性のあるアプリに依存しながら、無謀に

も自分をより危険な目に遭わせる可能性も

ある」と述べる論者もいる 38。さらに、悪

意のある者が意図的に偽陽性を作り出し、

人々や企業に悪影響を及ぼす可能性なども

指摘される 39。     
 
Ⅳ．政策提案の紹介 
 以下では、上記の問題のうち特に、普及

率の低さとプライバシーにかかわる懸念に

つき、その原因を分析し、ひとつの解決策

を提案しているギル氏の議論を紹介する 40。

ギル氏は以下のように論じる。 
 パンデミック下でのデジタル・コンタク

ト・トレーシングにおいては、プライバシ

ーへの配慮のために、社会は２種類のコス

トを払うことになった。ひとつは、上記の

第 3 の問題点として挙げたように、技術的

精度が不十分となった。これを補う技術的

な方法があるものの、プライバシーへの配

慮から実現することができない。いまひと

つは、多くの国では参加を任意としたため

                                                                      
とえば、デバイスをオフィスに置いてきた

とか、マスクをつけて屋外にいたとか）を

より適切に評価できる。また、当局がコン

タクト・トレーシング作業を最適化するの

にも役立つ（たとえば、より長い時間屋内

で被爆した人に最初に電話をかけるなど）。

Id, at 18. 
38 Li, supra note 1, at 845. 
39 Id. 
40 以下では、ギル氏の議論を順番や整理の

仕方に変更を加えた形で要約する。Gil, 
supra note 8 

に、低い普及率にとどまり、それによりア

プリの有効性が根本から損なわれた。 
 低い普及率の原因としては、以下の２点

が挙げられる。１つ目に、プライバシー侵

害への懸念および政府への不信である。「た

とえば、ある調査によると、COVID-1９対

策のために政府が収集したデータがその目

的のみに使用されると考えている参加者は

わずか 26％であった。さらに、60％が、政

府のデータ収集が自分や他人の安全に悪影

響を及ぼすのではないかという懸念を表明

している 41」。２つ目は、惰性とアプリの効

果への不信である。オプト・インである以

上、個々人がアプリをダウンロードする必

要があるが、その効果が確信できるという

ようなインセンティブなしにはその行動に

出にくい。ピュー・リサーチ・センターの

報告によると、アメリカ人の 60％が、政府

による疾病監視が変化をもたらすとは考え

ていない 42。「皮肉なことに、このような懐

疑は、デジタル・コンタクト・トレーシン

グの価値が低いことの証左ではなく、むし

ろその原因となっている。より多くの人々

がプログラムに参加していれば、ツールは

                                                  
41 LUCY SIMKO ET AL., COVID-19 
CONTACT TRACING AND PRIVACY: 
STUDYING OPINION AND 
PREFERENCES, U. WASH.Security Lab 
Covid-19 Related Res.6, 14 (Rep. Ver. 1.0, 
May 8, 2020), cited in Gil, supra note 8, at 
footnote 30. 
42 Monica Anderson & Brooke Auxier, 
Most Americans don't think cellphone 
tracking will help limit COVID-19, are 
divided on whether it's acceptable, PEW 
RES. CTR., (Apr. 16, 2020), 
https://www.pewresearch.org/fact-tank/20
20/04/16/most-americans-dont-think-cell
phone-tracking-will-help-limit-covid-19-a
re-divided-on-whether-its-acceptable/(las
t visited May 16, 2022) , cited in Gil, 
supra note 8, at 31. 

https://www.pewresearch.org/fact-tank/2020/04/16/most-americans-dont-think-cellphone-tracking-will-help-limit-covid-19-are-divided-on-whether-its-acceptable/
https://www.pewresearch.org/fact-tank/2020/04/16/most-americans-dont-think-cellphone-tracking-will-help-limit-covid-19-are-divided-on-whether-its-acceptable/
https://www.pewresearch.org/fact-tank/2020/04/16/most-americans-dont-think-cellphone-tracking-will-help-limit-covid-19-are-divided-on-whether-its-acceptable/
https://www.pewresearch.org/fact-tank/2020/04/16/most-americans-dont-think-cellphone-tracking-will-help-limit-covid-19-are-divided-on-whether-its-acceptable/
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より有用なものとなっていたはずだからで

ある。こうして、普及率の低さが技術の有

効性を低下させ、有効性の低さが人々の参

加意欲をそぐという悪循環が維持されてい

る 43」。 
 このような事態を打開するには、プライ

バシーと感染拡大防止等の公衆衛生が時に

はトレードオフの関係にあることを直視し

てバランスをとる必要がある。「この失敗の

理由の一つは、・・・他の価値よりもプライ

バシーに不釣り合いな注意が向けられたこ

とである 44」。 
具体的には、以下の３つの政策を提言す

る。１つ目は、デジタル・コンタクト・ト

レーシング技術を使うには、時限的利用で

あることを明示した立法と WHO のパンデ

ミック宣言等の科学的な根拠という２つの

条件がそろうことを要件とする。立法を要

件とすることで、国民の幅広い賛同と協力

が不可欠な危機において、成功への究極の

鍵となる民主的正統性を確保できる。また

科学的根拠という要件は、「このような思い

切った手段をとることが科学的データに基

づくものであることを保証する 45」。 
２つ目に、１つ目の立法において、普及

率を上げるために人々を誘導する施策を盛

り込む。参加を誘導する施策としては、次

の２つの可能性が考えられる。ひとつは、

オプト・インではなくオプト・アウト方式

とすることである。スマートフォンやその

他のデバイスを使っていれば自動的に参加

することになるという方法である。この方

式では、プログラムに参加しないことを強

く希望する人は、参加を取りやめることが

できるが、惰性で行動する人やプライバシ

                                                  
43 Gil, supra note 8, at 31. 
44 Id, at 24. 
45 Id, at 29. 

ーをそれほど気にしない人がわざわざサイ

ンアウトしない可能性があり、普及率を高

めることができる。 
いまひとつは、参加を拒否した人に不利

益を与えることである。たとえば、公共施

設（職場、政府機関、ショッピングモール

など）へのアクセスや滞在時間を、参加を

拒否した人に制限する。EU のガイドライ

ンは不参加者にこのような不利益を課すこ

とを禁じている 46。「しかし、この論理は、

スペイン、フランス、イスラエルなどの国

で、公共の場で普遍的に行われているフェ

イスマスクの義務化と何ら変わりはない。

倫理的には、この体制は非反復的リスクの

原則によって正当化される。人々が公共の

場で互いに関わり合うとき、アプリをダウ

ンロードしたくない（したがって、自分の

プライバシーへの付加的リスクを回避した

い）個人は、アプリをダウンロードした個

人に対して非反復的健康リスクを課してい

ることになる 47。したがって、最初の個人

から仕事、商業、公共サービスへの平等な

アクセスを奪うことは、規範的に適切であ

る 48」。 
政策提言の３つ目は、セーフガードの整

備である。具体的には以下の５点である。

１つ目に、データ利用の厳格な目的制限で

                                                  
46 EU データ保護委員会（EDPB）は、個

人間の位置や接触を監視することは「利用

者の自発的な採択に依拠することによって

のみ正当化できる」というガイドラインを

発表している。E.U. Data Protection Board, 
Guidelines 04/2020 on the use of location 
data and contact tracing tools in the 
context of the COVID-19 outbreak (Apr. 
21, 2020) at 7. Id, at 13.   
47 Cf. George P. Fletcher, Fairness and 
Utility in Tort Theory, 85 HARV. L. REV. 
537 (1972). 
48 Gil, supra note 8, at 32, 33. 
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ある。法の執行などの他の目的への流用を

厳格に禁じる。２つ目に、必要最小限のデ

ータ収集にするなどによりプライバシーと

セキュリティへのリスクを最小化すること

である。「連絡先の処理は、感染が確認され

た場合にのみ開始されるべきである。それ

までは、データは暗号化され、デバイスに

ローカルに保存されなければならない。保

健当局と共有するデータは、安全に保管し、

期間を限定し、第三者には開示しないこと。

法的な認可が終了した時点で、すべてのデ

ータが削除されなければならない。不正に

復元した場合には刑事罰の対象とするべき

である 49」。 
３つ目は、個人が自分についてのデータ

にアクセスし、正当な理由があれば削除申

請を行う権利を法で定めることである。４

つ目は、制度の透明性である。「公衆衛生当

局は、行政および立法監督機関に対し、定

期的かつ要求に応じて関連情報を提出する

ことを義務付けられなければならず、この

報告は一般に公開されなければならな

い。・・・さらに、アプリのソースコードは

（EU ガイドランが求めているように（筆

者加筆））「可能な限り広く精査できるよう

に公開されるべきである 50」51」。 
 ５つ目は、不服申し立ての権利である。

「誤判定による被害を最小限に抑えるため、

行政的な不服申し立て制度を設けるべきで

ある。感染が確認された患者と接触したと

された人は、不服申し立てを行い、速やか

に審査を受けられるようにしなければなら

ない。全国的な疾病サーベイランスが実施

されているイスラエルでは、検疫通知が誤

                                                  
49 Id, at 34, 35. 
50 E.U. Data Protection Board, supra 
note 46, at 8. 
51 Gil, supra note 8, at 35. 

って送信されたと考える個人は、オンライ

ンまたは 24 時間 365 日のホットラインを

通じて決定に異議を唱え、タイムリーに裁

定を受けることができる。効率的な不服申

し立ての仕組みは、検疫通知の遵守を促し、

プログラムに対する国民の信頼を高める。

最終的には、プログラムの方針と個々の決

定は、司法審査の対象となるべきである 52」。 
  
Ⅴ．考察 
 以上のように、デジタル・コンタクト・

トレーシング技術には利点も多く、今後の

パンデミックに対応するためにさらに活用

される可能性が高い。しかし、今回のパン

デミックの経験から、上記のⅢの２で述べ

た４つの問題点が明らかになっている。今

後これらの課題にどのように対応できるだ

ろうか。Ⅳでは、ギル氏の政策提言を紹介

したが、妥当性や実現可能性はどうであろ

うか。 
 第１の課題である普及率の低さについて

は、インドのように国民に義務付けること

で対応することは、プライバシーにかかわ

る法および国民の価値観に鑑みて、わが国

や欧米諸国にとっては現実的な選択肢では

ないだろう。ギル氏が提案するようにオプ

ト・アウト方式にすることや参加拒否者に

不利益を課すことは、義務付けよりは弱い

方法だが、それでも実現できるか疑問であ

る。オプト・イン方式を維持し不参加者に

不利益を課さないなら、人々が自主的に参

加するために、法律および業界の自主ルー

ル等を整備し、それを人々にわかりやすく

説明することによりプライバシーの懸念を

取り除くことが必要であろう。また、上述

のアプリ間の相互運用システムのような技

                                                  
52 Id, at 35, 36. 
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術革新を促進し、その効果やしくみを人々

に説明することも重要である 53。 
 わが国では、マスク着用もコンタクト・

トレーシング・アプリである COCOA の利

用もいずれも、推奨されたものの法的強制

はなかったが、両者への人々の反応は対照

的であった。マスク着用率は世界でも驚異

されるほどの高さだが、COCOA の普及率

は上述のように２６％に留まる。その原因

はさまざまであろうが、一つには、この技

術の詳細についての認知度が低かったので

はないだろうか 54。上述の分散型と集中型

の違いを、わが国の一般の人が知っている

かは疑わしい。COCOA は分散型に分類さ

れるが、国家に位置データを把握されると

誤解していた人も少なくないのではないか

55。 
 上述の第２の問題点、民間企業や国家に

よるプライバシー等の侵害の懸念について

は、ひとつには、集中型よりも分散型を採

                                                  
53 たとえばマスク着用の効果については、

パンデミックの比較的早い段階で、実験結

果などが大きく報じられた。「布マスクでも

拡散防止効果、スパコン「富岳」で計算」

日本経済新聞電子版 2020 年 8 月 24 日 
18:04。 
54 もちろん問題点はそれだけではなく、技

術的な問題や制度的な問題（たとえばわが

国の COCOA については不具合が４ヶ月以

上放置されたことなど）も指摘されている。

「COCOA 不具合、品質管理の責任あいま

い 厚労省報告書」日本経済新聞電子版

2021 年 4 月 16 日 8:31。 
55 この点をわかりやすく解説した試みと

して、たとえば以下がある。「私がいつどこ

にいたかという情報が取られてしまわな

い？・・・いえいえ。電話番号や位置情報

などの個人情報は記録しません。」という対

話形式で説明している。「接触確認アプリ

「COCOA」 使い方かんたん解説」日本経

済新聞電子版 2020 年 9 月 4 日 10:02。 

用するなどの技術的な対応がありうる。た

だし、上述のように、Bluetooth と位置情

報の組み合わせのように複数の手法を組み

合わせることで技術の精度が上がることが

指摘されており、その利点とのトレードオ

フの関係も精査する必要があるだろう。そ

れに加えて、より重要な課題として、コン

タクト・トレーシングに対応した法および

業界ルールの整備が急務である。第１の問

題点である普及率の問題の改善のためにも、

コンタクト・トレーシングに対応した法お

よび業界ルールの整備、およびプライバシ

ー保護のための技術的な対策と法的な対策

についての国民への説明が不可欠である。 
 第３の問題点については、上記のように、

技術の精度とプライバシー保護のトレード

オフの関係を精査し、同時に、後述するよ

うな「トレードオフとならないで済む方法」

があるか模索する必要がある。 
第 4 の問題点のうち、「コンタクト・トレ

ーシング・アプリが誤った安心感を与える」

という問題については、このアプリの意義

と限界につき人々への十分な説明をするこ

とで対応することになろう。「悪意のある者

が意図的に偽陽性を作り出す」という懸念

は、このプログラムが悪用される可能性を

指すものだが、悪用されないように技術的

にできる限りの工夫（たとえばいたずらで

「陽性」であると入力することがないよう

にこの入力を公的機関に限るなどが考えら

れるかもしれない）をしたうえで、悪用し

た者への法的サンクションを検討すること

になるかもしれない。 
最後に、Ⅳで紹介したギル氏の政策提言

について、考察する。ギル氏の政策提言は

３つあったが、１つ目の、立法と科学的な

根拠という２つの要件については、説得力

があると考える。３つ目の、プライバシー
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のセーフガードの整備についても異論はな

いだろう。しかし、上述のように、２つ目

の提言である、オプト・アウト方式にする

ことや参加拒否者に不利益を課すことにつ

いては、わが国や欧米諸国の人々の合意に

達するのは容易ではないだろう。EU ガイ

ドラインが参加拒否者への不利益を禁じて

いることや、上記で紹介したプライバシー

侵害への懸念を強く表明している論者等の

議論を見ると、仮に合意が可能だとしても

時間を要すると思われる。しかし、より重

要なのは、オプト・インかオプト・アウト

か、という問題ではなく、人々の納得を得

るようなコンタクト・トレーシング・シス

テムを構築できるかということである。仮

にオプト・アウトとすることや参加拒否者

に不利益を課すことを決めるとしても、そ

れは議会で決めることになり、やはり世論

の支持を要する。オプト・インを継続する

なら、それは一人一人が納得して参加する

かにかかることになる。したがって、いず

れにしても、人々の納得を得る必要があり、

システムの有効性やセーフガードの内容や

それらの十分な説明が鍵となる。 
ここで、ギル氏の議論の出発点とも言え

る「プライバシーと感染拡大防止等の公衆

衛生が時にはトレードオフの関係にあるこ

とを直視してバランスをとるべきである」

という指摘について再考する。2020 年 5 月

にアメリカのデジタル技術とプライバシー

の研究者の間で、以下のようなツイッター

のやりとりがあった 56。「手動でのコンタク

ト・トレーシングに使用するための個人情

                                                  
56 Helen Nissenbaum (@HNissenbaum), 
Twitter (May 13, 2020, 3:13 PM), 
https://twitter.com/HNissenbaum/status/
1260649364407545856 (last visited May 
16, 2022), cited in Li, supra note 1, at 
843. 

報の収集要件に関する報告が出始めていま

す。多くの人が指摘しているように、手動

でのコンタクト・トレーシングはプライバ

シーとのトレードオフを生じます。問題は、

そのトレードオフがどの程度のもので、そ

れと引き換えに何を得られるかということ

です 57」。「しかし、そのトレードオフはど

こにあるのでしょうか？データが適切に処

理される限り、プライバシーが失われるこ

とはありません。トレードオフの言葉は誤

ったジレンマを引き起こします。私たちは、

プライバシーを犠牲にすることなく利益を

得ることができ、あなたが提起する素晴ら

しい質問にきちんと答えることができます

58」。ふたつめのツイートは、コーネル・テ

ック大学とコーネル大学情報科学部の教授

ヘレン・ニッセンバウムによるものである。

ニッセンバウム教授は、「データが適切に処

理される限り、プライバシーが失われるこ

とは（ない）」のだから、「トレードオフ」

にはあたらないと述べている。つまり、「ト

レードオフ」という言葉を使うと、プライ

バシーを犠牲にしているとの印象を与える

が、プライバシーを犠牲にしない方法があ

るはずである、という意味であろう。ニッ

センバウム教授の言葉を借りれば、「データ

が適切に処理される限り、プライバシーが

失われることは（ない）」のだから、ギル氏

の提案するセーフガードの内容が十分なも

のであれば、もはや「トレードオフ」は存

在しないことになる。 
ここで、ギル氏とニッセンバウム教授の

言葉の使い方を比較したが、両者が言わん

                                                  
57 Ryan Calo (@rcalo), Twitter (May 13, 
3:58 AM), 
20202020https://twitter.com/rcalo/status/
1260645582202236929 (last visited May 
16, 2022). 
58 Nissenbaum, supra note 56. 

https://twitter.com/HNissenbaum/status/1260649364407545856
https://twitter.com/HNissenbaum/status/1260649364407545856
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としていること、すなわち目指しているこ

とはおそらく同じであろう。つまり、「十分

なプライバシー保護制度を構築し、かつ有

効な感染対策を実現する」ということであ

る。そのためには、プライバシー侵害の可

能性のある行為について、聖域として議論

をやめるのではなく（トレードオフという

言葉を使うにしても使わないにしても）、議

論を続けて対策を探ろうという姿勢が両者

に共通していると言えよう。 
  
 
Ｅ．結論 

COVID-19 のパンデミック下でのデジタ

ル・コンタクト・トレーシングは多くの国

で失敗に終わったとされる。その大きな要

因のひとつは、普及率が低かったことであ

る 。本研究では、デジタル・コンタクト・

トレーシング技術とそれにかかわる問題点

を整理し、それらに対する政策提言を紹介

し、考察した。人によるトレーシングには

限界があり、デジタル・コンタクト・トレ

ーシングは、今後、パンデミック等の危機

において重要な役割を担うと期待される。

そのためにも、COVID-19 下での経験の分

析と、とりわけ、いかなるプライバシー保

護制度を構築するかにつき継続的議論が重

要である。 
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